
鯖江市水道事業経営戦略 概要版 

1  経営の基本理念 
 

「鯖江市まち・ひと・しごと創生総合戦略」では、水道事業として

「安全・安心でおいしい水の安定供給」を目標に掲げています。 

これを踏まえ、前回策定ビジョンにおいて基本理念 

「どんなときも鯖江の未来を支える生命水
い の ち み ず

」を設定しました。 

今後もこの理念の実現に向けて取り組み、市民のみなさまに信

頼される水道事業を目指します。 

 

 

2  経営指標による評価・分析 

経営および施設の状況を表す経営指標を用いて、本市水道事業の現状での経営分析を行いました。 

 

3  将来の事業環境 

（１） 給水人口の予測 

本経営戦略の基本となる将来における本市の人口については、令和 6年度で 68,179 人となっています。以降も減少傾

向で推移し、令和 17年度には 64,281 人となる見込みです。 

 

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

行政区域内人口 68,179 68,137 66,571 66,340 66,109 65,878 65,647 65,417 65,133 64,849 64,565 64,281

給水人口 68,179 68,137 66,571 66,340 66,109 65,878 65,647 65,417 65,133 64,849 64,565 64,281

普及率 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
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基本理念 どんなときも鯖江の未来を支える生命水
いのちみず

 

基本方針 

安全 
水源保全とリスク対策 

水質管理の徹底 

強靭 
危機管理の徹底 

施設の耐震化 

持続 

老朽施設の更新 

運営基盤の強化 

環境対策の推進 

お客様に向けた取り組み 

本市の水道事業は、極めて厳しい経営状況に置かれています。平成 18年度に水道水の安定供給を目的として県水受

水を開始しましたが、その受水費が営業費用の約半分を占め、経営を大きく圧迫しています。平成 23年度以降は赤字決

算が続き、累積欠損金は全国平均や類似団体平均と比較して桁違いに高い水準に達しています。水道料金だけでは供給

費用の約 8割しか賄えず、料金回収率も全国平均・類似団体平均を大きく下回っています。平成 19年から 22 年度にか

けて段階的に料金改定を行いましたが、それ以降は改定が行われておらず、費用と収入の乖離が解消されていません。 
 

こうした経営面の課題に加え、水道施設の老朽化も深刻です。高度成長期に整備された管路が一斉に更新時期を迎

え、法定耐用年数を超えた管路は全体の 3分の 1以上に及びます。しかし財政的な制約や職員数の限りもあり、現在のペ

ースでは全管路の更新に 250年以上かかる計算です。このまま放置すれば、漏水事故や断水のリスクが高まりかねません。ま

た、県水受水により自己水源施設が過剰となり、施設利用率は全国平均の約 7割程度にとどまっています。 
 
本市ではこれまで、窓口業務等の民間委託や職員削減、県水受水単価の引下げ交渉など経営改善に取り組んでまいり

ましたが、水需要の停滞により料金収入の伸びが期待できず、依然として厳しい状況は変わっておりません。今後は、本経営

戦略及びアセットマネジメント計画に基づき、収入確保のための料金改定の検討、管路の耐震化と計画的な更新、不要施

設の廃止による効率化を柱に、将来にわたって安全な水を安定的にお届けできる事業体制の構築を目指してまいります。 



（２） 年間総処理水量および有収水量の見通し 

総処理水量は横ばいで推移し、有収水量は緩やかに増加する見通しです。有収率についても上昇する見込みです。

 

（３） 料金収入の見通し 

有収率が上昇することで、料金収入はおおむね横ばいとなる見込みです。 

 

4  投資・財政計画 

（１） 当期純利益、基準外繰入金 

当期純利益は近年黒字を維持していますが、基準外繰入金を除いた当期純利益は一貫して赤字となっています。これは、

表面的な黒字が料金収入等による自立的な経営成果ではなく、一般会計からの基準外繰入金によって支えられている状況

を示しています。基準外繰入金は近年一定水準で推移しており、今後の継続性には不確実性があることから、収支構造その

ものの改善が中長期的な課題です。 

 

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

年間総処理水量 8,351 8,351 8,351 8,351 8,351 8,351 8,351 8,351 8,351 8,351 8,351 8,351

有収水量 7,475 7,590 7,475 7,491 7,508 7,525 7,558 7,566 7,575 7,583 7,591 7,600

有収率 89.5% 89.5% 89.5% 89.7% 89.9% 90.1% 90.5% 90.6% 90.7% 90.8% 90.9% 91.0%
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R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

給水収益 1,089 1,118 1,089 1,092 1,094 1,096 1,101 1,102 1,104 1,105 1,106 1,107
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R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

当期純利益
△ 149,729 △ 215,693 △ 160,042 214,581 184,401 157,334 146,461 134,837 135,350 127,459 121,573 110,677

当期純利益

（基準外を除く）
△ 153,513 △ 220,169 △ 163,826 △ 167,419 △ 197,599 △ 225,666 △ 238,539 △ 250,163 △ 250,650 △ 258,541 △ 265,427 △ 276,323

基準外繰入金
3,784 4,476 3,784 382,000 382,000 383,000 385,000 385,000 386,000 386,000 387,000 387,000
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（２） 内部留保資金 

内部留保資金は、過去の経営活動で蓄積された資金余力を表し、将来の更新投資や突発的な支出への備えとなる重要

な指標です。総額では増加傾向にありますが、基準外繰入金を除いた内部留保資金を見ると、近年は減少し、マイナス幅が

拡大しています。これは、内部留保の増加が料金収入等による自立的な蓄積ではなく、一般会計からの繰入に依存している

ことを示しています。将来の施設更新を見据えると、基準外繰入金に頼らない資金形成が課題です。 

 

（３） 料金回収率 

料金回収率は、給水に要した原価を料金収入でどの程度回収できているかを表す指標であり、100％未満の場合は、料

金収入だけでは原価を賄えていないことを意味します。近年、給水原価は上昇傾向にある一方、供給単価はほぼ横ばいで推

移しており、その結果、料金回収率は低下傾向にあります。これは、経営努力だけでは吸収しきれないコスト増が進行している

ことを示しており、将来的な料金水準や事業運営の在り方を検討する上で重要な示唆を与えます。 

  

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

内部留保資金
980,677 799,743 668,507 772,352 867,211 1,047,967 1,371,902 1,722,139 2,066,858 2,360,149 2,550,808 2,766,461

内部留保資金

（基準外を除く）
980,677 795,267 660,247 382,092 94,951 △ 107,293 △ 168,358 △ 203,121 △ 244,402 △ 337,111 △ 533,452 △ 704,799

△ 1,000,000

△ 500,000

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

（千円） 内部留保資金 内部留保資金

（基準外を除く）

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

供給単価 145.7 147.3 145.7 145.7 145.7 145.7 145.7 145.7 145.7 145.7 145.7 145.7

給水原価 176.3 189.3 176.5 176.9 180.9 184.5 186.1 187.6 187.6 188.6 189.4 190.8

料金回収率 82.7% 77.8% 82.5% 82.3% 80.5% 79.0% 78.3% 77.7% 77.7% 77.3% 76.9% 76.4%
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5  経営基盤の強化に向けた今後の取り組み 

（１） 水道施設に関する事項 

水源保全や水質管理、情報発信を一体的に進め、安全で良質な水道水の安定供給体制を構築します。また、施設の耐

震化や災害時の関係機関との連携強化により、強靭な水道システムの整備を進めます。さらに、計画的な施設更新と早期補

修による延命化を図るとともに、経営の効率化・健全化により、持続可能な事業基盤の強化に取り組みます。 

（２） 水道料金の見直しに関する事項 

資金および内部留保資金を確保するために、水道料金以外の一般会計繰入金（基準外繰入金を含む。）に依存して

いる経営状況です。コスト削減や経営の効率化を図るとともに、下水道使用料改定を含めた資金確保対策を検討します。 

また、令和 1７年度での料金回収率１００％以上を目指します。 

（３） 住民からの理解に関する事項 

本市の水道事業に関して住民理解が得られるように、市のホームページや広報紙等を活用し、予算、決算、経営状況分

析等の情報を公開し、財政状況の透明化を図ります。 

6  経営戦略の事後検証、改正等に関する事項 

本経営戦略は令和 8年度から令和 17年度までの 10

年間を計画期間としております。 

この期間中、毎年度の進捗管理を踏まえ、目標値と実績

値の比較分析を確実に実施するために、PDCA サイクルに基

づき、計画の策定（PLAN）、事業の実行（DO）、達成

度の評価（CHECK）、改善（ACTION）を行い、フォロ

ーアップしていきます。 

このうち達成度の評価および改善については、モニタリング

およびローリングにより実施します。 

また、より質の高い経営戦略を目指し、計画期間の中間

年度である令和 12年度を目途に見直し・改定を行います。 

7  経営改善に向けたロードマップ 

R8 年度から R17年度までの 10 年間において、実績検証や経営戦略の見直し、料金改定の検討などの取組をロードマ

ップに沿って段階的に実施し、持続可能な事業運営を目指してまいります。 
 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 

本経営戦略           

実績検証 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

経営戦略の見直し     ●     ● 

アセットマネジメント計画     ●     ● 

経営審議会 ●     ●     

料金改定の検討 ●     ●     

 

•計画と実績の比較検

証、評価

•結果に基づく

事業改善

•計画の見直し

•計画に沿った事業実施•予算編成

•実績を基にした将来予

測、計画の作成

PLAN

（計画）

DO

（実行）

CHECK

（検証）

ACTION

（改善）


